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第 18回総選挙のあらまし 

 
4月 19日、酷暑期のなかでインド国民は総選挙最初の投票日を迎えた。今後、6月 1日ま

での 44日間に合計 7回に分けた投票が全国で実施される。一斉開票日は 6月 4日である。
今回の総選挙では、6月中旬に 5年間の任期満了を迎える連邦議会下院の議員 543人が、18
歳以上の男女約 9億 6800万人の有権者により小選挙区制で選出される。 
インドでは、1947 年の独立以降、1970 年代中盤の非常事態期を除いて定期的に選挙が実

施され、その結果に基づき政権が樹立されてきた。1950 年代初頭の第 1 回から数えて今回
で 18 回目の総選挙となる。インドの選挙の特徴として、人口比に基づき経済社会的弱者層
に留保枠が設置されている点が挙げられる。今回は、旧不可触民の「指定カースト」への 84
議席、そして地理的に隔絶され、固有の文化を持ち、経済社会面で後進的とみなされる「指
定部族」への 47議席である。2023 年に全議席の 3分の 1を女性に留保する法案が連邦議会
で可決されたが、今回の選挙では適用されない。センサスの実施とそれに基づく選挙区割り
の確定後の導入と定められているからである。今回の変更点としては、543議席のほかにア
ングロ・インディアンと呼ばれる集団に割り当てられた大統領任命の 2議席が 2019 年憲法
（第 104次改正）法（2020年施行）により廃止されたことが挙げられる 1。 
 
盤石な与党 

 
各種世論調査からは、ナレンドラ・モディ 2首相率いる与党インド人民党（BJP）の優勢が
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伝えられる。今年 2 月の現地誌の世論調査によると、BJP が過半数を大きく上回る 304 議
席、与党連合の国民民主連合（NDA）としては 335 議席の獲得が予想される 3。前回 2019
年総選挙で BJPが 303議席（NDAで 352議席）を獲得して地滑り的勝利を収めた勢いをほ
ぼ維持する見込みである。今年の 3月末から 4月にかけて実施された現地調査機関の世論調
査でも、BJP 率いる与党連合への投票が 46％で、最大野党インド国民会議派を中心とする
野党連合（34％）を 12ポイント上回っている（その他の政党が 20％）。 
 同じ世論調査 4では、「現政権にもう一度政権を担う機会を与えるべきか」という質問に対
して 44％が肯定的な回答をしている。その理由としては、全般的な業績(42％)、福祉事業
（18％）、モディ首相の強い指導力（10％）と続く。現政権は、インフラ開発、貧困対策事
業、政府事業の受益者に対する銀行口座への電子送金の拡大などを進めてきた。そして、こ
うした功績を実態以上にアピールする術にも長けている。モディ首相は 2023 年にG20 議長
国として首脳宣言をまとめるなどの外交手腕を発揮してきたが、これもイメージアップ戦略
の格好の材料となった。首相はこの機を捉えて、米中対立の長期化のなかでインドを西側陣
営に引き寄せたい欧米を手玉に取りつつ、国際社会でのインドの存在感を高める指導者、と
いうイメージを巧みに演出したのである。 
現政権は、人口の約 8割を占める多数派のヒンドゥー教徒の権利を優先する国家運営を基

本方針として掲げる。モディ政権 2 期目には、1980 年代から党の政策であり、選挙公約で
もあるヒンドゥー教ラーマ神生誕地への寺院建設を実施するとともに、パキスタンとの係争
地を抱え、ムスリム人口が多数を占めるジャンムー・カシミール州に「自治権」を与える憲
法 370条を廃止した。残る主要課題は、すべての宗教に共通の統一民法典の制定である。 

BJPのヒンドゥー教重視の政策は徐々にインド社会に浸透し、マイノリティの排除と宗教
的不寛容が大きな分断や軋轢を生んできた。しかしながら、強権的ながらもリーダーシップ
を発揮するモディ首相の率いる政権は一定の支持を得ている。アメリカのシンクタンクによ
る世論調査によると、インドは調査対象 24カ国中最高の 85％もが「指導者が議会や裁判所
に干渉されずに意思決定できる制度」を支持しているのである 5。 
 投票初日まで 1 週間を切った 4 月 14 日、BJP は「モディの保証」というタイトルのマニ
フェストを発表した。そのなかでは、2014 年以降のモディ政権の実績と今後の継続が強調
され、これまで取り組んできた統一民法典の制定、連邦、州、地方自治体の同時選挙の実施、
現在進行中のインフラ開発、貧困対策、福祉事業の拡大を含む 24 の公約が掲げられる。そ
のうえで、「不安定な世界情勢において大多数により選ばれた強い政府の継続が重要である」
と主張される。 
 一方で、反 BJP を拠り所に結集したインド国民会議派や多くの地域政党からなる通称
INDIA と呼ばれる野党連合は、異なるイデオロギーや党利党略を持つ政党間の調整に難航
した。2023 年 6 月から協議を重ねてきたが、地域政党のなかには、与党連合に寝返った党
や支持基盤とする州では選挙協力を行わない党も出てきた。4月５日、インド国民会議派は、
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社会的正義を核としたマニフェストを発表し、政治と宗教の分離を規定したインド憲法や民
主主義を守る者と破る者の戦いであると訴えた。しかしながら野党連合は、モディ首相に対
抗する強力な首相候補を擁立できないまま、選挙戦に突入した。 
 
総選挙に向けたさらなる与党の足固め 

 
与党が選挙戦で優位な状況にあるのは、現政権の実績やモディ首相の人気だけが理由では

ない。選挙が与党有利になるようにさまざまな制度を変更し、統制を強化してきた点も指摘
される。 
 第一に、BJPの豊富な政治資金である。この背景のひとつにあるのが「選挙債」と呼ばれ
る政治献金である。2018 年、個人または法人は公共部門の銀行であるステート・バンク・オ
ブ・インディア（SBI）の債券を購入することで、匿名で無制限に政党に寄付できる制度が
導入された。今年 2 月 15 日、最高裁は汚職や企業による政治への「見返り文化」を招くと
したうえで、国民の政治資金に関する知る権利に反するとの違憲判決を下し、選挙債の即時
発行停止を命じるとともに、SBI に情報の開示を求めた。3 月中旬に公開されたデータによ
ると 6、2019年 4月から 2024年 1月までに現金化された約 1277億ルピー(約 2421億円)の
全献金額のうち、47.5％に当たる約 606 億ルピーが BJP に献金されていた。これは野党上
位 6党への献金額とほぼ同額である。選挙債を含めた圧倒的な資金力を背景に、BJPは選挙
戦を優位に進めている。 
第二に、連邦政府機関や連邦政府任命の州知事を通じた野党の締め付けである。3月 16日

に総選挙日程が発表された後も、その手を緩める様子はみられない。3 月 21 日、デリー首
都圏ケジュリーワール首相（庶民党党首）が酒類販売の汚職容疑で財務省強制執行局により
逮捕された。野党の州首相が逮捕されるのは、1月末のジャールカンド州ソーレーン首相（ジ
ャールカンド解放戦線）に次ぎ、2024 年に入って 2 人目である。また同日、インド国民会
議派は、所得税の還付手続きの遅延で所得税局により銀行口座が凍結されていると発表し、
選挙キャンペーンが十分にできない不公平な状況を訴えた。 
こうした状況下では、自由で公正な選挙を実施するための憲法機関である選挙管理委員会

の役割が重要となる。しかし 2023 年に、同委員会の人事、権限に関連する法が、与党の意
向が反映される形に改正された。先の世論調査 7では、選挙管理委員会への信頼が前回選挙
よりも 20 ポイント低下し、58％にとどまっている。とくに、与党が投票機を操作する可能
性があるとの回答が 45％にものぼった。総選挙投票 2日目の 4月 26日、最高裁は、電子投
票の際に投票を印字確認するための機械から出力される用紙により全投票を再点検するこ
とや、投票用紙による投票制度の復活を求めた非政府組織らの訴えを退けている 8。 
 第三に、政府に批判的な言論の統制である。国境なき記者団の『報道の自由度ランキング
(2023年)』9において、インドは 180カ国中 161位であった。とりわけ、ジャーナリストの
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安全と報道の独立性のスコアが低い。かつては、紙・電子媒体、放送局をはじめとする多く
のメディアに対して政府の介入がないことがインドのメディアの強みのひとつとして挙げ
られた 10。しかし、今では政府の報道ガイドラインが設けられるとともに、政権や党利党略
の宣伝を目的とした報道への偏向、首相に近い大財閥によるメディアの買収、「反国家的な」
ジャーナリストへの攻撃、逮捕、拘留、名誉棄損での訴訟が増加している 11。2023年に英国
放送協会（BBC）がグジャラート州首相時代のモディ首相の宗教暴動への対応に批判的な内
容を含むドキュメンタリーを英国で放映すると、政府はインド国内での上映やオンライン上
の投稿・拡散を禁止しただけでなく、所得税局が BBC デリー、ムンバイ支局の家宅捜索を
行った。インド在住の外国特派員は滞在許可を失わないように「取り扱いが難しいテーマ」
の報道を自粛していると伝えられる 12。もはや当局による外国メディアや外国人に対する検
閲も例外ではない。 
 こうした状況を含めて、近年、インドの民主主義の急速な後退が懸念されている。スウェ
ーデン V-Dem 研究所の「民主主義報告書」では、インドは 2020 年からもはや民主主義で
はないと評価され、複数政党制による選挙は実施されるが、表現や結社の自由、自由で公正
な選挙などの民主主義の基本的条件が不十分な「選挙権威主義」に分類されている 13。 
 
3期目入りの不安材料？ 

 
モディ政権の 3 期目入りは確実なようにみえる。それでも僅かな不安材料があるとした

ら、経済面の影響だろう。先の世論調査では現政権の最も評価できない点として、物価上昇
（24％）、失業（24％）、貧困（９％）が挙げられている 14。選挙の争点としても、失業（27％）、
物価上昇（23％）、開発（13％）が上位に浮かび上がった 15。 
インドは 2020 年にコロナ禍で 41年ぶりにマイナス成長となったが、2021年以降は 3年

連続で 7％を超える高い経済成長を遂げている。IMF によれば、来年にも日本の名目 GDP
を上回る見込みである 16。しかし、コロナ禍以前から経済成長が十分な雇用を生み出してお
らず、人口構成で厚みのある若年層、とりわけ教育水準の高い若年層の失業が深刻化してい
る。 
 物価は、過去の総選挙でもしばしば争点となってきた。現政権も、小麦や非バスマティ米
の輸出禁止をはじめとして、農作物の輸出制限などで食料品価格の抑制を図ってきた。併せ
て、全国食糧安全保障法に基づく公共配給制度下で穀類（米、小麦、雑穀）を 2023 年から
無償で消費者に提供している。それでも、2019年 4～5月の前回総選挙前よりも庶民の生活
に深く関連する物価、とくに食料品価格の上昇が庶民の食卓に打撃を与えている（図１）。 
経済成長は一定の人々の生活を豊かにしたであろう。しかし、所得や資産の格差は拡大し

ており、成長から取り残された層も少なくない。2022 年には上位 1％の富裕層が全所得の
22.6％、上位 10％で 57.7％のシェアを占めたのに対し、下位 50％のシェアはわずか 15.0％
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に過ぎなかったという 17。先の世論調査でも、過去 5 年間で暮らし向きが 48％は改善した
のに対し、35％は悪化していたことが明らかにされた 18。経済成長の恩恵を十分に受けられ
ない国民は、モディ政権に対してどのような評価を下すのだろうか。■ 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意
見を示すものではありません。 
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写真1 2014年総選挙準備の様子。投票は候補者のシンボルマークをクリックする形での電子投票である。
インドの電子投票は 1980 年代から州議会選挙などでの試行錯誤を重ね、徐々に拡大してきた。連邦議会下
院選挙での電子投票は 2004 年に全選挙区で導入され、2019 年総選挙からは投票を印字により確認できる
機械も導入された。 

 

 

写真 2 BJP の選挙集会。BJP はインドの総選挙において最初にソーシャルメディアを積極的に活用した政
党である。草の根レベルにはメッセージングアプリや SNSを通じて BJP のプロパガンダを拡散するための
ボランティア部隊が豊富に存在し、党の綱領や選挙公約だけでなく、マイノリティに対する攻撃的言説、虚
偽の情報、多数派のヒンドゥー教徒の不安を煽るメッセージが大量に送られているとも報じられる。 
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写真 3 総選挙投票初日に、投票を済ませた証である指のインクを見せるタミル映画のスーパースター、ラ
ジニカーント（日本でも「ムトゥ 踊るマハラジャ」主演俳優として知られる）。BJP はタミル・ナードゥ州
など南部での勢力を拡大できていない。前回総選挙では南部 5 州 1 連邦直轄地の 130 議席中 29 議席のみの
獲得であった。 
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